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Ⅰ　課税目的

コロナ禍による行動変容等、個人の価値観やライフスタイルの多様化に伴う観光ニーズ、旅行形態の変化など、上川町の観光を取り巻く情勢は大きく変動しています。
そのため、上川町の観光資源である「大雪山・層雲峡」の強みを層雲峡のみならず、地域経済のけん引役として、市街地観光及びまちづくり全般に波及させ、持続可能な観光地づくりを目指し、観光資源の魅力向上、旅行者の受入環境の充実、その他の観光振興施策に取り組む必要があります。
観光施策の受益者である観光客やビジネス客などの宿泊者に、その受益に応じ、一定の負担を広く求める「宿泊税」を導入することで、持続的・安定的な財源を確保し、上川町ならではの魅力を活かした観光政策に取り組み、にぎわいのあるまちの実現を目指します。

Ⅱ　制度概要

(1) 税目について
観光振興を推進するという特定目的のために課し、地方公共団体が条例で制定することができる法定外目的税による財源確保が適当であり、対象者の捕捉の容易性（入域行為への課税等と比べ、宿泊税は制度的に簡素であり徴収に係る費用も過大とはならない）及び受益と負担との関係性の観点から、「宿泊税」を導入することが望ましい。

(2) 課税客体・納税義務者について
上川町に所在する旅館業法の許可を受けた「ホテル・旅館」及び「簡易宿所」、並びに、住宅宿泊事業法に規定する「住宅宿泊事業に係る施設（民泊住宅）」へ宿泊する行為を課税客体とし、納税義務者はこれら宿泊施設への「宿泊者」とすべきである。
なお、課税客体となる宿泊行為について、宿泊者や宿泊事業者（ホテル・旅館、簡易宿所及び民泊住宅の事業者）の混乱を避けるため、「宿泊」の判断基準を明確に規定すべきである。

(3) 徴収方法について
納税義務者が宿泊施設の宿泊者であることから、徴収方法は宿泊事業者による「特別徴収」が適当である。

(4) 税率・税額について
簡素な制度で広く負担を求めることが望ましく、また、事業者の事務負担軽減を考慮し、北海道宿泊税と同じ料金区分の段階的定額制を採用することが望ましい。
	宿泊料金
区　　分
	上川町の
税　　額
	北海道の
税　　額
	合　　計
税　　額

	２万円未満
	１００円
	１００円
	２００円

	２万円以上～
５万円未満
	２００円
	２００円
	４００円

	５万円以上
	５００円
	５００円
	１，０００円



(5) 課税免除について
学校行事として実施する修学旅行等については、課税客体とするか否かの検討を行い、課税免除とすべきとの結論に至った。
一方、宿泊料金による免税点は、行政サービスを享受する方に広く負担を求める観点から、設けるべきではない。
なお、課税免除を設ける場合、宿泊者や宿泊事業者の混乱を避けるため、対象者の範囲は明確に規定すべきである。

(6) 減免等について
天災その他特別な事情がある場合において、納税義務者（宿泊者）の減免を認めることが望ましい。
また、特別徴収義務者（宿泊事業者）が宿泊料金及び宿泊税の全部又は一部を受け取ることができなくなったことについて正当な理由があると認められる場合や、徴収した宿泊税額を失ったことについて天災その他やむを得ない理由があると認められる場合には、納入義務の免除等を認めることが望ましい。

(7) 特別徴収義務者交付金について
法定外目的税である宿泊税の徴収は、宿泊事業者に新たな事務（特別徴収）を求めることから、事務負担に配慮し、また、決済の仕組み等を踏まえた制度設計とすべきであり、宿泊事業者には交付金を支払う制度を設けることが望ましい。
　交付額は、2.5％（ただし、経過措置で最初の５年間は3.5％）とする。

(8) 入湯税や北海道宿泊税との調整について
既に課税している入湯税や北海道宿泊税の充当事業との調整が必要である。これらの充当事業は、使途の目的や条件が上川町宿泊税と異なることから、上川町宿泊税の充当を原則行わず、次の上川町宿泊税を充当すべき事業のルールに則り、上川町宿泊税の充当事業を毎年度選定する。
【宿泊税充当事業のルール（原則）】
①納税義務者である「宿泊者」の受益という点で関連性が整理できる観光施策
②原則、入湯税及び北海道宿泊税を充当している事業と重複しない事業

(9) 導入時期について
宿泊税の導入時期については、上川町・層雲峡の観光を取り巻く状況の把握に努め、慎重に見極め判断する必要があるが、宿泊税は今後の観光振興施策を進める上で必要な財源であり、導入時期は早い方が良いとの意見もあるため、宿泊事業者との意見交換やパブリックコメント、町議会への条例案提出、総務省への同意申請など、導入に向け速やかに手続きを進めることとする。



Ⅲ　宿泊税の充当施策について

(1) 施策の検討に向けた仕組みについて
　新たな財源として導入する「宿泊税」は、納税者となる宿泊者や特別徴収義務者となる宿泊事業者などの十分な理解を得る必要があり、具体的な使途は、検討委員会の設置などにより関係者の意見を参考に検討する仕組みを構築すべきで
ある。
	項目
	内容

	①上川町観光戦略に基づく事業
	地域の実情や課題を踏まえたもの

	②検討委員からの意見
	毎年、徴収状況及び活用状況を報告できる場の検討

	③納税者である宿泊者の意向
　やニーズの把握
	アンケート調査 等　①宿泊事業者
　　　　　　 　　　②宿泊客・旅行客
　　　　　 　　　　③飲食店従業員



(2) 宿泊税の充当とルール
　宿泊税を充当する施策は、以下の施策とする。
①「観光の高付加価値化」、「観光サービス・観光インフラの充実・強化」、
「危機対応力の強化」
②　旅行者(宿泊者)の受益という点で関連性が整理できる施策
③　基金へ積み立てを行う。
　なお、以下の施策には充当しない。
　❶　旅行者(宿泊者)の受益という点で関連性が見出せない施策
　❷　入湯税や北海道宿泊税を活用している施策
　❸　その他、旅行者(宿泊者)を主な対象としない施策

(3) 具体的な充当施策
①観光の高付加価値化
	施策（案）
	内容

	特産品プロモーション　　　　【観光戦略】
	特産品の魅力の情報発信

	SNS等デジタルツールを活用した情報発信
　　【観光戦略】
	FIT(個人旅行)拡大に向けた情報発信

	デジタルサイネージにおける観光情報発信　　　　　　
【観光戦略】
	デジタルサイネージで飲食店マップ、観光情報、登山情報、紅葉情報、交通情報など網羅した情報発信(多言語化対応)

	観光施設の回遊促進　　　　　【観光戦略】
（例：デジタルスタンプラリー等）
	大雪森のガーデン、かみかわ大雪ヌクモ、上川公園の市街地周辺観光施設の回遊の促進

	屋内アクティビティ・常設イベントの検討　　　　　　　　　
【観光戦略】
	日中・閑散期・悪天候時にも消費を生む仕掛けの検討

	マーケティング・ブランディングの強化
【観光戦略】
	・旅行形態の変化、ターゲット別戦略の策定
・北の山岳リゾートの再定義と具体化

	空き店舗対策　　　　　 
【観光戦略・検討委員・町】
	・市街地及び層雲峡温泉街の空き店舗の状況把握及び新たな担い手候補の発掘。
・新規開業支援補助金の拡充

	市街地宿泊者と飲食店を結ぶ施策
【検討委員】
	市街地宿泊者が町内飲食店を巡れるような施策の展開



②観光サービス・観光インフラの充実・強化
	施策（案）
	内容

	市街地周遊促進に向けた拠点機能の整備
【観光戦略・検討委員】
	森のテラスヌプリや層雲峡インフォメーションセンターを活用した手荷物預かり・レンタサイクル等

	手荷物配送サービス　　　　　　　 【町】
	各手荷物預かり所で預かった荷物を各宿泊施設に運搬する。※手荷物預かりと連動

	FITに対応した新規2次交通の運行
【観光戦略・検討委員・町】
	・層雲峡‐銀泉台線の2次交通
・層雲峡温泉街を周遊する2次交通
・登山縦走者用の2次交通

	グリーンスローモビリティ運行の導入検討
　【観光戦略】
	時速20km未満で公道を走る電動車を活用した移動サービスの導入について検討する

	観光拠点施設(道の駅等)の検討 【観光戦略】
	交通・回遊の拠点施設として整備の検討

	キャッシュレス決済の普及促進 【観光戦略】
	キャッシュレス決済導入活発化に向けた支援

	層雲峡温泉街のリニューアル
【観光戦略】
	黒岳の湯を拠点とする、インフォメーションセンター、写真ミュージアムなど層雲峡温泉街全体のリニューアルについて検討・整備

	観光施設リニューアル(層雲峡以外)
【観光戦略】
	大雪森のガーデン、かみかわ大雪ヌクモ、愛山渓倶楽部など、今後リニューアルが必要な場合の整備

	流星・銀河の滝休憩舎整備　　　 　 【町】
	老朽化した施設の整備

	観光地の環境美化活動　　　　　　  【町】
	観光地をきれいな状態で保ち、受け入れ環境を整える

	多言語対応の充実　　　　　　　　  【町】
	看板や観光案内など多言語化

	オーバーツーリズム対策　　　　　  【町】
	旅前の情報提供及び来訪時のマナー啓発(看板等)
例)銀河流星の滝周辺対策




③危機対応力の強化
	施策（案）
	内容

	災害・パンデミック等への対応
【検討委員】
	新型コロナ禍のようなパンデミックなどによりダメージを受けた観光事業者等への支援

	自然災害に備える観光危機管理
【町】
	災害発生時避難マニュアル(多言語化)の作成及びデジタル化　
防災対策備品の整備　等
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